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当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

回次 
第43期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第44期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第43期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  1,377,867  1,470,393  5,761,719

経常利益（千円）  25,676  50,214  108,510

四半期（当期）純利益（千円）  14,214  27,050  41,006

純資産額（千円）  2,326,667  2,332,217  2,353,459

総資産額（千円）  6,438,188  6,608,075  6,650,813

１株当たり純資産額（円）  481.79  482.94  487.33

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2.94  5.60  8.49

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  36.1  35.3  35.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △355,713  96,802  △127,922

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △43,285  △31  △101,203

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △13,112  △123,930  90,232

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 395,816  641,874  669,034

従業員数（人）  150  146  145

２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】
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(1）連結会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む）であります。 

２．従業員欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー、再雇用者）の当第１四半期連結会計期間の

平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

(注) １．従業員数は就業人員（社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．従業員欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー、再雇用者）の当第１四半期会計期間の平均

雇用人員であります。 

  

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 146  (14)

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 10  (1)
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当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの仕入及び販売の状況につきましては、当社グループは主として自動車販売関連事業を営

んでおり、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める同事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、その記載を省略しております。 

  

(1) 仕入実績 

当第１四半期連結会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

  

(2) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．部門間の取引については相殺消去しております。 

  

事業の部門の名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

新車販売部門（千円）  802,678  138.1

中古車販売部門（千円）  84,352  69.7

サービス部門（千円）  111,380  98.4

その他の部門（千円）  －  －

合計（千円）  998,411  122.5

事業の部門別の名称 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

前年同四半期比（％）

新車販売部門（千円）  907,457  111.7

中古車販売部門（千円）  147,159  91.1

サービス部門（千円）  316,122  100.5

その他の部門（千円）  99,653  111.3

合計（千円）  1,470,393  106.7

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

３【経営上の重要な契約等】
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文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成21年８月10日）現在において当社グループ（当社

及び連結子会社）が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日～平成21年６月30日）におけるわが国の経済状況は、昨年来から

の金融不安に端を発する景気後退の流れは輸出・生産面で一部持ち直しの動きがあるものの、雇用情勢の急速な悪

化もあり引き続き厳しい状況が続くと予想されております。 

このような環境のなか、自動車販売業界についてみてみますと、車両耐久性の向上などによる保有年数の長期

化、人件費抑制の影響による賃金の伸びの低迷などに起因する購入マインドの冷え込みが続いております。また、

景気減速に対する経済対策として平成21年度税制改正（エコカー減税）及び環境対応車普及促進策（新車購入補助

金）が相次いで打ち出されましたが、その効果は当第１四半期にはまだ十分に発揮していない状況であることか

ら、国内の平成21年度第１四半期の国内新車販売台数は958,361台（普通自動車・軽自動車の合計  前年同四半期

比18.5％減）と大幅な減少となりました。 

また、車種別で見ますと、エコカー減税及び新車購入補助金の恩恵が大きいハイブリッド車（インサイト、プリ

ウス）、コンパクトカー（フィット、ヴィッツ等）及び低燃費で車両維持コストが安い軽自動車（ワゴンＲ、ムー

ブ等）が販売の上位を占めております。 

当社グループ（当社及び連結子会社）は自動車販売関連事業並びに生命保険・損害保険代理店業関連事業を営ん

でおりますが、自動車販売関連事業が当社グループ全体の売上・利益の９割以上を占めていることから、自動車販

売関連事業の当第１四半期連結会計期間の営業の状況を部門別にみてみますと、 

新車販売部門につきましては、他社との競合及びホンダ販売会社間での競合は引き続き厳しい状況ではあります

が、前述のエコカー減税及び新車購入補助金対象車となるミニバン「フリード」、ハイブリッド車「インサイ

ト」、コンパクトカー「フィット」の販売は順調に推移いたしました。その結果、販売台数は494台（前年同四半

期比5.8％増）、売上高は９億７百万円（前年同四半期比11.7％増）となりました。 

中古車販売部門につきましては、高年式車など販売単価の高い中古車両が前述のエコカー減税及び新車購入補助

金が逆風として影響を受け、販売台数及び１台当たりの販売単価とも落ち込みました。その結果、販売台数は393

台（内訳：小売台数174台、卸売台数219台  前年同四半期比6.0％減）売上高は１億47百万円（前年同四半期比

8.9％減）となりました。 

サービス部門につきましては、車両保有年数の長期化に伴い、車検・12か月点検など整備業務の機会が増えてい

ることから、管理ユーザーに対するこれら整備業務の取り込みの向上を図り、用品などの販売もより積極的に行い

ました。その結果、売上高は３億16百万円（前年同四半期比0.5％増）となりました。 

その他の部門につきましては、前期に引き続き一部車種に設定されたメーカー政策の低金利ローンとの競合によ

る当社オリジナルローンの適用金利引下げに伴う割賦受取手数料は減少しましたが、自動車の販売動向に左右され

にくい自動車任意保険などの保険取扱い手数料、新車販売台数の増加に伴い登録受取手数料は増加いたしました。

その結果、売上高は99百万円（前年同四半期比11.3％増）となりました。   

以上の結果、当社グループの売上高は14億70百万円（前年同四半期比6.7％増）となりました。 

また、損益につきましては、中古車部門を除く３部門で売上高が前年同四半期を上回り、経費削減にも引き続き

取り組みました。また、生命保険・損害保険代理店業関連事業についても前年同四半期に比べて損益が改善されま

した。その結果、営業利益は57百万円（前年同四半期比65.9％増）、経常利益は50百万円（前年同四半期比95.6％

増）、四半期純利益は27百万円（前年同四半期比90.3％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ27百万円減少し、当四半期連結会計期間末には６億41百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において営業活動の結果獲得した資金は96百万円（前年同四半期は３億55百万円の使

用）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益50百万円から主に減価償却27百万円、賞与引当金の増加

18百万円、売上債権の増加８百万円、たな卸資産の減少10百万円、仕入債務の減少33百万円、その他資産の減少10

百万円及びその他負債の増加21百万円等を調整したものです。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は０百万円（前年同四半期は43百万円の使用）

となりました。これは主に固定資産の取得による支出２百万円、貸付金の回収による収入２百万円によるもので

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は１億23百万円（前年同四半期は13百万円の使

用）となりました。これは借入金の返済による支出75百万円、配当金の支払による支出48百万円によるものです。

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

  

第３【設備の状況】
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大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  16,920,000

計  16,920,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  4,830,000  4,830,000
ジャスダック証券取

引所 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株であ

ります。  

計  4,830,000  4,830,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

  

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株）  

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日    
 －  4,830,000  －  210,300  －  199,711

（５）【大株主の状況】
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前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式800株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,828,000  4,828

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。 

単元未満株式 普通株式  2,000 － － 

発行済株式総数    4,830,000 － － 

総株主の議決権 －  4,828 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

月別 
平成21年
４月 

５月 ６月

最高（円）  172  167  181

最低（円）  143  162  168

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務

諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日か

ら平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、公認会計士山本英男氏並びに公認会計士小林祥郎氏による四半期レビューを受けており

ます。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 641,874 669,034

受取手形及び売掛金 ※3  2,587,257 ※3  2,556,020

商品及び製品 195,181 210,371

その他 289,251 298,295

流動資産合計 3,713,565 3,733,721

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  405,751 ※1  413,630

機械装置及び運搬具（純額） ※1  160,482 ※1  170,950

土地 1,689,171 1,689,171

その他（純額） ※1  16,003 ※1  17,766

有形固定資産合計 2,271,408 2,291,519

無形固定資産 12,831 13,249

投資その他の資産 ※2  588,687 ※2  589,301

固定資産合計 2,872,927 2,894,070

繰延資産 21,582 23,021

資産合計 6,608,075 6,650,813

負債の部   

流動負債   

買掛金 350,557 383,632

短期借入金 2,801,410 2,795,151

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 28,680 36,224

未払法人税等 27,993 4,702

引当金 58,025 39,895

その他 379,273 335,233

流動負債合計 3,675,940 3,624,839

固定負債   

社債 90,000 90,000

長期借入金 88,640 162,992

退職給付引当金 19,488 17,452

役員退職慰労引当金 193,137 193,776

その他 208,651 208,292

固定負債合計 599,916 672,514

負債合計 4,275,857 4,297,354
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 210,300 210,300

資本剰余金 199,711 199,711

利益剰余金 1,922,531 1,943,773

自己株式 △325 △325

株主資本合計 2,332,217 2,353,459

純資産合計 2,332,217 2,353,459

負債純資産合計 6,608,075 6,650,813

-11- 



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 1,377,867 1,470,393

売上原価 1,050,722 1,115,013

売上総利益 327,145 355,380

販売費及び一般管理費 ※  292,462 ※  297,856

営業利益 34,682 57,524

営業外収益   

受取利息 556 623

その他 1,098 1,116

営業外収益合計 1,654 1,739

営業外費用   

支払利息 9,054 7,347

開業費償却 1,438 1,438

その他 167 262

営業外費用合計 10,660 9,049

経常利益 25,676 50,214

税金等調整前四半期純利益 25,676 50,214

法人税等 11,461 23,163

四半期純利益 14,214 27,050
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 25,676 50,214

減価償却費 23,589 27,477

賞与引当金の増減額（△は減少） 21,453 18,130

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,370 2,035

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,235 △639

受取利息及び受取配当金 △556 △623

支払利息 9,054 7,347

売上債権の増減額（△は増加） △81,652 △8,285

たな卸資産の増減額（△は増加） 122,087 10,996

仕入債務の増減額（△は減少） △333,862 △33,075

開業費償却額 1,438 1,438

差入保証金償却額 1,599 1,599

その他の資産の増減額（△は増加） 65,210 10,847

その他の負債の増減額（△は減少） △64,357 21,748

小計 △209,454 109,214

利息の支払額 △9,211 △7,709

法人税等の支払額 △137,047 △4,702

営業活動によるキャッシュ・フロー △355,713 96,802

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △22,883 △2,754

貸付けによる支出 △20,647 －

貸付金の回収による収入 2,370 2,682

差入保証金の差入による支出 △2,123 －

差入保証金の回収による収入 － 41

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,285 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 40,740 6,259

長期借入金の返済による支出 △5,561 △81,897

配当金の支払額 △48,292 △48,292

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,112 △123,930

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △412,111 △27,159

現金及び現金同等物の期首残高 807,928 669,034

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  395,816 ※  641,874
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末決算において算定した貸倒実績率等の合理

的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。  

２．棚卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

しております。  

また、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり

ます。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 512,967 千円 

機械装置及び運搬具 195,177 千円 

その他 68,490 千円 

計 776,635 千円 

建物及び構築物 503,667 千円 

機械装置及び運搬具 190,954 千円 

その他 66,563 千円 

計 761,184 千円 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

投資その他の資産 9,000 千円 投資その他の資産 9,000 千円 

※３ 割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレーシ

ョンに集金業務を委託するとともに、同社による支払

保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,454,410千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、566,139千円につい

ては、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に

対して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

※３ 割賦販売によって顧客に販売した自動車にかかる割

賦債権については、株式会社オリエントコーポレーシ

ョンに集金業務を委託するとともに、同社による支払

保証を受けております。なお、当該割賦債権の代金回

収予定額の約束手形を同社から受領しており、当該受

取手形2,448,151千円が受取手形及び売掛金勘定に含

まれております。又、このうち、538,164千円につい

ては、株式会社オリエントコーポレーションが顧客に

対して有する求償権に対し、当社が顧客のために、支

払いを再保証しています。 

  ４ 偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 保証先 金額 内容 

株式会社ホンダカーズ東葛 千円200,000 借入債務

株式会社ティーエスシー 千円85,720 借入債務

  ４ 偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 保証先  金額 内容 

株式会社ホンダカーズ東葛 千円 200,000 借入債務

株式会社ティーエスシー 千円 89,290 借入債務

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当 111,779 千円 

賞与引当金繰入額 11,253 千円 

役員退職慰労引当金繰入額 2,235 千円 

減価償却費 22,185 千円 

賃借料 37,346 千円 

宣伝広告費 21,717 千円 

給与手当 117,963 千円 

賞与引当金繰入額 9,532 千円 

役員退職慰労引当金繰入額 2,235 千円 

減価償却費 26,042 千円 

賃借料 41,680 千円 

宣伝広告費 23,481 千円 

-15- 



前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在） 

  

  （千円）

現金及び預金勘定  395,816

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  395,816

  （千円）

現金及び預金勘定  641,874

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  641,874

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       4,830,000株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式          800株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  48,292  10 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日）  

自動車販売関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日  至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】
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該当事項はありません。 

  

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）  

該当事項はありません。  

  

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）  

当社グループは、デリバティブ取引は、全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 482.94 円 １株当たり純資産額 487.33 円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 2.94 円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.60 円

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  14,214  27,050

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  14,214  27,050

期中平均株式数（株）  4,829,200  4,829,200

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）  

該当事項はありません。 

  

２【その他】

-17- 



該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月10日

株式会社東葛ホールディングス 

取締役会 御中 

  山本公認会計士事務所   

  公認会計士 山本 英男  印  

  小林祥郎公認会計士事務所   

  公認会計士 小林 祥郎  印  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日

から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成20年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月９日

株式会社東葛ホールディングス 

取締役会 御中 

  山本公認会計士事務所   

  公認会計士 山本 英男  印  

  小林祥郎公認会計士事務所   

  公認会計士 小林 祥郎  印  

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東葛ホール

ディングスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四

半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東葛ホールディングス及び連結子会社の平成21年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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